
　我が国における交通安全対策は，昭和45年に交通安全対策基本法（昭45法110）が制定され，46年度
以降５か年ごとに交通安全基本計画を作成し，国の行政機関，地方公共団体，関係民間団体等が一体と
なって陸上，海上及び航空交通の各分野において交通安全の諸施策を強力に推進してきた。
　うち，特に道路交通事故の状況については，昭和45年に最悪であった死者数が，46年から50年代の前
半にかけてほぼ半減したものの，50年代後半から再び増加傾向に転じ，その後，平成４年を第２のピー
クとし，それ以降は減少傾向となり，14年には8,396人と，過去最悪であった昭和45年の１万6,765人の約
半数となった。
　さらに，第８次交通安全基本計画の３年目の平成20年には5,197人と「平成22年までに，年間の死者数
を5,500人以下とする」との同計画の目標を達成するとともに，21年には4,968人と昭和27年以来57年ぶり
に5,000人を下回り，26年には4,113人と14年連続の減少となった。
　しかしながら，交通事故の発生件数，負傷者数は引き続き高い水準で推移しており，交通事故情勢は
依然として厳しい状況にあることには変わりはなく，平成30年を目途に，更に交通事故死者数を半減さ
せ，2,500人以下とし，世界一安全な道路交通の実現を目指すという道路交通安全の目標を掲げたところ
である。悲惨な交通事故を防止していくため，今後も交通安全対策は，国や地方公共団体はもとより，
国民一人ひとりが取り組まなければならない緊急かつ重要な課題である。
　加えて，鉄道（軌道を含む。以下同じ。），海上及び航空交通の各分野においても，大量・高速輸送シ
ステムの進展の中で，一たび事故が発生した場合には重大な事故となるおそれが常にある。
　このため，政府は，人命尊重の理念に基づき究極的には交通事故のない社会を目指し，歩行者や高齢者，
子供等の交通弱者の安全を一層確保する「人優先」の交通安全思想を基本とする第９次交通安全基本計
画（計画期間：平成23年度から平成27年度まで）に基づき，各般にわたる施策を総合的かつ強力に推進
することとしている。
　この報告では，陸上，海上及び航空交通の各分野について，近年の交通事故の状況と平成26年度中の
交通安全施策の実施状況をまとめて記述している。

序

注　１　道路交通事故は警察庁資料，その他は国土交通省資料による。
　　２　海上交通事故による死者・行方不明者数は，船舶からの海中転落によるものも合算した数値を計上している。
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